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（１）これまでの公立病院改革の取組結果と課題
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○ 公立病院は、平成20年度以降、総務省のガイドラインを踏まえ、二回にわたり改革プランを

策定し、地域医療構想を踏まえた役割の明確化、再編・ネットワーク化をはじめ、様々な経営

改革に取り組んできた。

これまでの公立病院改革の取組と課題（再編・ネットワーク化・地域医療構想）①
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ピーク時
（H14）

Ｈ20 Ｒ２ 増減率
（H20→Ｒ２）

増減率
（H14→Ｒ２）

公立病院数 1,007 943 853 ▲9.5％ ▲15.3％

公立病院の病床数 239,921 228,280 203,882 ▲10.7％ ▲15.0％

H20～H26実績 H27～R２実績 合計

【参考】
実施中

（枠組合意）

再編・ネットワーク化
関連病院数

１２６公立病院 ６７公立病院 １９３公立病院 ６０公立病院

○ その結果、令和２年度の公立病院数及び病床数は、以下のとおり大きく減少。



○ これまでの公・民の取組の結果、2020年病床機能報告における2025年の病床見込み数

（119.8万床）は、地域医療構想における2025年の必要病床数（119.1万床）と遜色ない水準。

○ 機能別病床数についても、全体として、地域医療構想の実現に沿った方向で病床機能の

転換が進んでいる。

これまでの公立病院改革の取組と課題（再編・ネットワーク化・地域医療構想）②
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1.33

急性期

118,750床（67％）

高度急性期

33,060床（19％）

慢性期 10,001床（6％）

回復期 14,936床（9%）

【H29年度】

合計 176,747床 4,028床減

1,593床減

7,346床減

6,051床増

1,140床減

1.33

急性期

111,404床（65％）

高度急性期

31,467床（18％）

慢性期 8,861床（5％）

回復期 20,987床（12%）

【 R2年度】

合計 172,719床

○ 2025年の必要量の達成に向けては、公立・民間
合わせた全体として、急性期病床から回復期病床
への大幅な転換が必要

○ 公立病院についても、機能分化・連携強化を進
めることで、全体として医師確保につなげ、基幹病
院の急性期機能を強化するとともに、回復期病床
ニーズに対応していくことが必要

課題

公立病院の機能別病床数の推移（※）

※出典：総務省が令和３年４月に行ったアンケート結果 （新公立病院改革プラ
ンに記載のある全８９６病院を対象に調査し、うち８５０病院から回答）



【参考】２０２０（令和２）年度病床機能報告について
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90.7
万床

急性期

54.7万床（45％）

高度急性期

15.6万床（13％）

慢性期

31.7万床（26％）

回復期

18.9万床（16%）

89.2
万床

70.3
万床

53.2
万床

【地域医療構想における

2025年の病床の必要量】

合計 119.1万床

1.33

急性期

57.1万床（46％）

高度急性期

16.0万床（13％）

慢性期

35.0万床（28％）

回復期

17.2万床（14%）

90.3
万床

73.0
万床

2020年

合計 120.9万床

【2018年度病床機能報告】
2025年見込※

急性期

53.5万床（45％）

高度急性期

15.9万床（13%）

５慢性期29.9万床（25％）

回復期

20.5万床（17%）

合計 119.8万床

89.9
万床

○ 病床機能報告は、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」（平成26年法律第83

号）により改正された「医療法」（昭和23年法律第205号）第30条の13に基づき実施。

○ 医療機関のそれぞれの病棟が担っている医療機能を把握し、その報告を基に、地域における医療機能の分化・連携を進めることが目的。

○ 各医療機関の病棟ごとに病床が担う医療機能（高度急性期機能、急性期機能、回復期機能、慢性期機能）等を報告。（2020（令和２）年７

月１日時点、2025（令和７）年７月１日時点）

⇒ これによって、医療機関における地域医療構想を踏まえた取組状況に関し、都道府県において個々の医療機関における従来の病床機能

ごとの病床数の変遷や2025年に予定する病床機能ごとの病床数について把握可能。

合計 125.3万床

69.4
万床

2018年

【2020年度病床機能報告】

約4.4万床減 約1.1万床減

0.3万床増

1.2万床減

1.6万床増

1.8万床減

0.4万床減

2.4万床減

1.7万床増

3.3万床減

高度急性期
13.1万床（11％）

急性期

40.1万床（34％）

回復期

37.5万床（31％）

慢性期

28.4万床（24％）

※ 2018年度病床機能報告における2025年見込の病床数は合計122.2万床。

（※対２０１８年度比 約５％減）



○ 経営形態の見直しについては、令和２年度時点で、９４病院が独法化、 ７９病院が指定管

理に移行しており、全部適用の３８２病院を含め、計５５５病院（６５．１％）がマネジメントの強

化等に取り組んでいる。

これまでの公立病院改革の取組と課題（経営形態の見直し）①

5

151 

59 
14 33 21 20 

76 

103 

56 
62 

35 50 

8 

15 

16 
16 

17 
22 

20 

30 

13 
9 

4 
3 

0

50

100

150

200

250

300

一部適用 全部適用 独立行政法人 指定管理者

（病院数）

■ 公立病院の経営形態（全体） ■ 公立病院の経営形態（病床規模別）

一部適用
２９８病院
（３４．９％）

全部適用
３８２病院
（４４．８％）

独立行政法人
９４病院
（１１．０％）

指定管理者
７９病院
（９．３％）



○ 経営形態別の経営状況を見ると、一部適用の病院よりも、それ以外の経営形態（特に独

法）の経営状況が良好。独法化は、医療従事者の確保、事務職員の専門性の向上といった、

人材確保の面でもメリットが大きい。

これまでの公立病院改革の取組と課題（経営形態の見直し）②
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○ 経営形態の見直し（特に独法化）は、経営の安定化や人材確保の面で経営基盤強化

につながるが、２００床以上の病院の２２．５％が一部適用のままとなっているなど、更な

る経営形態の見直しの余地あり

課題



○ 経営の効率化については、医師等の確保・育成、薬剤・医療材料等の共同購入、医療機

能・診療科の見直しによる診療報酬の確保・費用の適正化、人件費や施設・設備整備費の

抑制など様々な取組を実施してきた。

これまでの公立病院改革の取組と課題（経営の効率化）
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H28 H29 H30 R1 R2

公立病院の医業収支比率の推移（病床規模別）

500床以上 400床以上500床未満 300床以上400床未満

200床以上300床未満 100床以上200床未満 100床未満

○ 医師・看護師の不足などにより、依然として多くの公立病院で経常赤字が継続

○ 中でも不採算地区病院がその多くを占める中小病院は、医師確保がネックとなって医業収
支が改善できず、厳しい経営状況

課題



※出典：地方公営企業決算状況調査
地方独立行政法人（病院事業）に関する決算状況調査

※指定管理者制度導入病院を除く

公立病院の病床規模別常勤医師数（100床当たり）の推移（地方独立行政法人を含む）
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200床未満の病院（そのほとんどは不採算地区病院）において、
医師確保が進んでいない



（２）現行ガイドライン以降の新たな課題
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○ 公立病院は、今般の新型コロナ対応において、感染患者の受入、発熱外来の設置、ＰＣＲ

検査、ワクチン接種といった中核的な役割を果たしており、その重要性が改めて認識された。

○ 一方、日本の医療提供体制全体の課題として、医師等の医療資源の急性期医療への重点

配置が進んでいないため、病床の逼迫や医療崩壊といわれる事態が生じたが、地域医療構

想の取組が進んでいれば、このような事態は避けられたのではないかといった指摘がなされ

ている。

○ 実際に、公立病院においても、基幹病院とサテライト病院の機能分化・連携強化を行ったこ

とで、基幹病院の機能強化と医師・看護師等の確保・集約が進み、新型コロナ対応において

大きな効果を発揮したとの報告がある。

今般のコロナ対応に公立病院が果たした役割と課題①
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【事例】兵庫県

（平成21年度） （平成27年度）

県立尼崎病院（500床） 県立尼崎総合医療センター（730床）

県立塚口病院（400床） （ＩＣＵ整備・マンパワー確保がコロナ対応に力を発揮）



今般のコロナ対応に公立病院が果たした役割と課題②
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○ また、地方独立行政法人に移行した公立病院においては、柔軟な勤務制度や専門性を考慮

した給与制度等を通じた人材の確保・育成、組織・定数のルールに縛られない機動的な人員

配置により、新型コロナへの対応力の強化につながったとの報告がある。

○ このほか、個々の公立病院において、感染症拡大時に転用できるような施設・設備（例：動線

分離、個室化、陰圧化、転用しやすいスペースの確保など）を、平時から整備しておくことが重要。

○ 医療法改正により、令和６年度より開始される第８次医療計画から、新興感染症等の感

染拡大時の医療が位置付けられることとされており、今後の地域医療提供体制を確保す

る上では、感染拡大時に備えた平時からの取組が重要な課題

○ 具体的な平時からの取組としては、以下が挙げられる

①各病院の機能分化と連携強化を通じた感染拡大時の役割分担の明確化

②独法化等の経営形態の見直しを通じた人材の確保や機動性の確保

③感染症拡大時に転用しやすい施設・設備の整備

課題



（注）①は「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況、病床数等に関する調査」（厚生労働省・令和３年6月１６日時点）に基づき作成。
②は「医療機関の新型コロナウイルス感染症患者の受入状況等について（補足資料）の公立・公的等・民間別 人工呼吸器等使用新型コロナ入院患者数の推移、
（令和３年１月６日時点）」に基づき作成。

参考は医療施設動態調査、地方公営企業決算統計より。

（参考）全国の病床数に占める公立病院の病床数は約１３％

① 各都道府県の病床・宿泊療養施設確保計画に位置づけられた即応病床数

（１）総数 ・・・ ３５，１９６

（２）（１）のうち公立病院 ・・・ １１，１３０ → 公立病院のシェア（２）／（１） ＝ 約３２％

② 人工呼吸器等使用新型コロナ入院患者数（人）

（１） 総数 ・・・ ５６４

（２） （１）のうち公立 ・・・ ３１５ → 公立病院のシェア（２）／（１） ＝ 約５６％

【参考】公立病院における新型コロナ感染症への対応状況①
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（都道府県病床・宿泊療養施設確保計画における公立病院の取組状況）

・ 計画対象公立病院は総公立病院の２／３程度。ただし、３００床以上規模の公立病院では９割超。

・ １公立病院あたりの平均即応病床数は２１床。許可病床に占める即応病床の割合＝転換率は６％。

・ 病床規模が小さくなるほど転換率は低下。９９床以下規模の公立病院の転換率は２００床規模の半分程度。

① ② ③ ④ ①／③ ②／① ②／④

公立病院の病床規模

都道府県

病床確保計画

対象公立病院数

①の公立病院

最終フェーズ

即応病床数

公立病院総数
③の公立病院

許可病床数

計画対象

公立病院の割合

１病院あたり

即応病床数

即応病床への

転換率

500床以上 88 3,741 90 55,140 98% 43 7%

400～499床以下 65 1,936 70 31,056 93% 30 6%

300～399床以下 105 2,310 113 37,498 93% 22 6%

200～299床以下 82 1,326 93 22,820 88% 16 6%

100～199床以下 137 1,350 206 30,659 67% 10 4%

20～99床以下 63 467 248 15,676 25% 7 3%

合計 540 11,130 820 192,849 66% 21 6%

※最終フェーズにおける即応病床数は厚生労働省「新型コロナウイルス感染症患者の療養状況、病床数等に関する調査」（令和3年6月16日現在）より。

※病床規模は、令和元年度の許可病床数（令和元年度地方公営企業決算状況調査）。

※公立病院とは、地方公共団体が開設する地方公営企業法を適用する自治体病院、公営企業型地方独立行政法人が運営する病院。

【参考】公立病院における新型コロナ感染症への対応状況②
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○ 国においては、地域医療構想、医師偏在是正、働き方改革を一体的に推進している。

○ 医師の働き方改革を進めるにあたっては、医師確保が重要。十分な医師を確保できない病院におい

ては、令和６年度からの時間外労働規制に対応できないおそれ。

○ 特に中小の公立病院において医師不足は課題。時間外労働規制の導入に伴い、ますます医師不足

が深刻化し、病院機能の維持が困難となる可能性あり。

○ 2036年（令和18年）を目標年とする医師の偏在是正が進めば医師の労働時間の短縮が期待されるが、

時間外労働規制の開始は令和６年度に迫っている。働き方改革にも早急に取り組み、医師の労働時

間を短縮する必要。

○ 逆に、働き方改革を進めなければ医師確保も進まず、医師確保と働き方改革は相互に密接に関連。

○ 高齢化が進む中、幅広い分野に精通する総合診療医を採用することで、医師不足対策やコロナ専用

病床の迅速な設置につながった事例が報告されており、病院における研修等を強化することも重要。

医師不足・医師の働き方改革への対応①
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○ 令和６年度から導入される医師の時間外労働規制への対応が喫緊の課題

○ 医師の働き方改革への対応のためにも、医師不足への対処が喫緊の課題

課題



2040                         

医療資源の分 ・ 偏在

⇒都 部での  の医療機能を持つ医療
機関の 立により医療資源の 用が 
効率に

⇒医師の少ない地域での医療提供量の不
足・ 医師の  な 担

  した医療現 は医療安全への不安
にも直結

現在

 医師の労働時間管理の  
 医療機関 のマネジメント改革（管理者・ 医師の意識改革、業務の移管や共同化

（タスク・シ テ ン やタスク・シェアリン ）、ICT等の  を 用した効率化

 医師偏在対策による地域における医療従事者等の確保（地域偏在と診療科偏在
の是正）

 地域医療提供体制における機能分化・ 連携、集約化・ 重点化の推進（これを推
進するための医療 報の整理・ 共 化を含む）⇒地域医療構想の実現

現在 2040年

2025年までに
  す きこと

  なチー 医療

地域医療連携専門
コンサルテーシ ン

 報ネットワーク
整備都 部集中

機能の重 
ICT等の 用による 担 減

2040年

かかりつけ医が役割を発
揮できる適 な ンライン
診療等医療アクセス確保

どこにいても必要な医療を 適な形で

•  られた医療資源の配置の 適化（医療従事者、病床、医療機器）
⇒医療計画に「地域医療構想」「医師確保計画」が り込まれ、総合的な医療提供体制改革が可能に

• かかりつけ医が役割を発揮するための医療 報ネットワークの整備による、地域医療連携や適 な ンライン診療の実施

医師・ 医療従事者の働き方改革で、より が高く安全で効率的な医療へ

• 人員配置の 適化やICT等の  を 用したチー 医療の推進と業務の効率化

• 医療の や安全の確保に資する医療従事者の  確保や 担 減
• 業務の移管や共同化（タスク・シ テ ン 、タスク・シェアリン ）の  

                                   

 医療提供体制の改革については2025年を目指した地域医療構想の実現等に取り組んでいるが、2025年以降も少 高齢化の進 が見

込まれ、さらに人口減に伴う医療人材の不足、医療従事者の働き方改革といった新たな課題への対応も必要。
 2040年の医療提供体制の  を見 えた対応を整理し、地域医療構想の実現等だけでなく、医師・ 医療従事者の働き方改革の推進
、実効性のある医師偏在対策の 実な推進が必要。

2040                          )

  等による医師確保

医療機能の集約化

総合的な診療能力を
 する医師の確保

2040      2025           

          
 全ての公立・ 公的医療機関等における具体的対応方 の合意形成
 合意形成された具体的対応方 の検 と地域医療構想の実現に向けた更なる対策
 かかりつけ医が役割を発揮できるための医療 報ネットワークの構 や適 な ンライン診療等を推進するための適 なルール整備 等
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 地域医療構想や2040年の医療提供体制の  と整合した医師偏在対策の施行

• 医師偏在指標に基づく医師確保計画の策定と必要な施策の推進
•  来の医療ニーズに応じた地域枠の設定・ 拡 

•地域ごとに なる人口構成の変化等に対応した 来の診療科別必要医師数を
都道府県ごとに算出
 総合的な診療能力を する医師の確保等のプライマリ・ケアへの対応 15
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【機能分化・連携強化との関係】

○ 機能分化・連携強化によって、基幹病院を明確化・機能強化するなどして医師を確保し、そ

こから連携先の病院に医師を  することで、全体として医師確保につなげる事例もある。

医師不足・医師の働き方改革への対応②
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【事例】山形県・酒田 病院機構

（平成21年度） （平成27年度）

県立日本海病院（528床） 日本海総合病院（730床）

酒田 立酒田病院（400床） 酒田リハビリテーシ ン病院（114床）

【事例】長崎県病院企業団

• 県と離島の 町村とで構成する企業団（一部事務組合）の病院から、単独では医師確保が困難な離島の 町立診療所に医師を応援  。

独法化 両病院の医師数
112人(H19)→167人(R3)

【地方独立行政法人化との関係】

○ 地方独立行政法人移行後、予算、定員、給与制度の裁量が広がり、医師、看護師、専門

事務職員等の確保が可能となり、病院収益の改善につながる事例が多い。

【事例】地方独立行政法人化病院における職員数の推移（移行後５年間）及び修正医業収支比率の推移

• 医師、看護師等その他職員のいずれも地方独立行政法人化後に全国平均を上回る比率で増加し、修正医業収支比率も他の経営形態より高い水

準で推移。



医師不足・医師の働き方改革への対応③
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○ 働き方改革への対応のためにも、機能分化・連携強化や地方独立行政法人化等により、

医師・看護師等確保を進める必要

課題

地方独立行政法人に移行した公立病院に対する全国地方独立行政法人病院協  アンケート結果


